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 沖縄のお正月は天気に恵まれて、20度以上あるのが例年です。 
 今年も早起きして新年の日の出を眺めたいと思っています。 
 
「すべては心の持ち方次第だ」という渋沢栄一の言葉は企業発展の要だと思う。 
資源が欠乏している沖縄における産業の観点から「心の持ち方」を考えてみる。「島」

には原料も資源もなかった。しかし「ない」ということで終ればそれで終りだ。「ない」

をもっと深く考える必要がある。地元に「鉄」がない。50年前の沖縄の住宅はほとんど
全てが木造であった。台風が来るたびに木造の建物は破壊され、その修理のために木材

が必要となる。木材を調達するとは言っても限度がある。そこで本土から移入する。木

材商は、そうして商売は成り立ったが、沖縄の人々や企業は毎年損をするばかりだ。し

かし「何もない」と諦めては先がない。ある企業は沖縄に台風で壊れない建物の需要は

「ある」のではないか。鉄筋コンクリートの建物の必要性が無限に「ある」と考えた。

その考えを実行し、鉄鉱石もない沖縄で製鉄業（電炉）を起こし、今や全国の 1.0％超
のシェア、本土の電炉メーカーと遜色のない財務内容となっている。そして沖縄の建物

は 90％以上が鉄筋コンクリートとなって、最近沖縄には台風が来ないと言う話もある。
それは沖縄には台風の被害が少ないという別の表現かもしれない。結局、この企業は 

「ある」と考え、それに挑戦した。それがイノベーションというものではなかろうか。 
 
復帰後 38 年、沖縄の経済社会は大きく変化しようとしており、この変化を沖縄 800

年の歴史における百年に一度のチャンスとして捉えることができる。沖縄企業は、この

変化の意味と過程を理解し、自立と地域の発展のために環境の激変に応じた根本的な経

営体質の見直しを行い、新たな事業機会に対処する必要がある。 
米軍普天間飛行場をめぐる一連の移設と返還、基地の跡地の再開発の可能性、開かれ

たアジア、加えて日本の行財政改革が、この変革の震源である。沖縄経済における米軍

基地の比重は、復帰時県民総生産 100 に対して約 15％と言われていたが、現在は半減
した。県内工事の動向は 1993 年の 8,573 億円をピークに近年は三分の二の水準に減少
している。特に公共工事の減少は半減以下と著しい。これらの脅威を思考方法を変える

ことによって、自立経済のチャンスにできる可能性がある。将来の沖縄経済について、

“脱・基地依存、脱・公共工事依存”、“観光リゾート産業や東南アジアの中の沖縄本来

の可能性の追求”といったフレームワークの中で産業の再生と改革を展望すべきである。

沖縄経済の過去と現状は、本土との格差を容認した他者依存の経済運営であった。他者

依存という制約により沖縄の民力は長い間全国平均の 70％前後に低迷してきた。 
 
今こそ沖縄は「ない」ではなくて「ある」の発想、本当のイノベーションの意味を理

解する必要がある。 


